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第 回全国医師会共同利用施設総会

開催要領

目 的：医師会共同利用施設は地域医師会活動の拠点として、医療、保健、介護・福祉の重要な

役割を担い、かかりつけ医と連携しつつ地域に貢献してきた。しかしながら、超高齢社

会における医師会共同利用施設の将来を見据えれば、地域における医療・介護の連携・

充実がさらに求められるところである。

そこで、今回の総会では「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方～ 年問題が

及ぼす影響と対策」をメインテーマに掲げ、現場での取り組みについてご報告いただく

とともに、今後の医師会共同利用施設の役割・方向性等多面的に討議を行い、併せて現

地施設の見学を行う。

名 称：第 回全国医師会共同利用施設総会

主 催：日本医師会（担当：地域医療課）

〒 東京都文京区本駒込２－２８－１６

代 代

地 地

担 当：群馬県医師会（担当：業務一課）

〒 前橋市千代田町１－７－４

代 代

期 日：令和７年８月 日 土 、 日 日 の２日間

開催方法：現地開催

プログラム：裏面参照

会  場：【１日目】＜総 会＞高崎芸術劇場（※ 高崎駅東口より徒歩５分） 
〒 高崎市栄町９－１ 代

＜懇親会＞ホテルメトロポリタン高崎 （※ 高崎駅直結）

〒 高崎市八島町２２２ 代

【２日目】＜総 会＞ホテルメトロポリタン高崎 （※ 高崎駅直結）

見学施設： １ 第１コース「伊勢崎佐波医師会病院」

（＊訪問看護ステーション、成人病検診センター他の見学も含む）

２ 第２コース「高崎・地域医療センター」

３ 第３コース「高崎・地域医療センター（観光付）」（ ）

４ 第４コース「群馬リハビリテーション病院」 ～

（＊ 移動・宿泊、 見学・昼食）

参 加 者： １ 日本医師会会員

２ 都道府県医師会、郡市区医師会役職員

３ 医師会共同利用施設関係者

（４）日本医師会医師会共同利用施設検討委員会委員

参加登録費：無料（従来通り交通費・宿泊費等は自己負担）

申込方法：「総会参加・施設見学・宿泊の申し込み等のご案内」をご参照の上、下記 サイ

トにてお申し込みください。 サイトからのお申込みができない場合は、同案内

に添付しております専用の申込書で下記申込先に にてお申込みください。

いずれも、お申込み期間は令和７年６月２日（月）～７月 日（金） です。

申 込 先：「第 回全国医師会共同利用施設総会申込み専用 サイト」

株式会社日本旅行 高崎支店 担当：布田・柴山

メール

営業時間 ： ～ ： （土・日・祝日は休業）

留意事項：新型コロナウイルス感染症陽性者や発熱・咳・咽頭痛などの症状がある方は、

参加をご遠慮ください。

また、マスクの着用は個人の判断に委ねますが、会場内での大声での会話はご遠

慮ください。

なお、高崎芸術劇場の会場内は飲食が禁止となっておりますので、ペットボトル

等の飲料や食べ物の持ち込みはご遠慮ください。見かけた場合はスタッフがお声

がけさせていただく場合がありますので、ご了知願います。
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第31回全国医師会共同利用施設総会 
プログラム 

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方 

～2040年問題が及ぼす影響と対策」 
 

日 時：令和７年８月30日(土)、31日(日)              

場 所：高崎芸術劇場、ホテルメトロポリタン高崎                               

第１日 令和７年８月30日(土)  於：高崎芸術劇場 ２F「大劇場」  

[総 会] 

13:00～     受  付 

（ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞ演奏 ｶﾒﾗｰﾀ慈音）              総合司会：群馬県医師会 

  14:00～14:20   開  会  群馬県医師会副会長 西松輝高 

          挨  拶  日本医師会長 松本吉郎    

                 群馬県医師会長 須藤英仁   

          来賓挨拶  群馬県知事 山本一太           

                 高崎市長 富岡賢治 

               参議院議員 釜萢 敏        

 14:20～15:20   特別講演 

           座長：群馬県医師会長 須藤英仁 

           演者：日本医師会長 松本吉郎 

               「日本医師会の医療政策」     

 15:20～15:30   令和６・７年度全国医師会共同利用施設施設長検査健診管理者連絡協議会報告 

  同連絡協議会長/赤磐医師会長 滝澤貴昭 

15:30～16:00    ＜休憩・移動＞ 

 16:00～18:00  分科会   

  第１分科会(医師会病院関係)   於：２F「大劇場」                  

                           司会：群馬県医師会理事 鶴谷英樹 

座長：鹿児島県医師会常任理事/日医医師会共同利用施設検討委員会副委員長 黒木康文  

     シンポジウム １．伊勢崎佐波医師会病院（群馬県） 

              伊勢崎佐波医師会副会長 都丸浩一 

           ２．鳥取県中部医師会立三朝温泉病院（鳥取県） 

              鳥取県中部医師会理事/鳥取県中部医師会立三朝温泉病院長 深田 悟 

                  ３．大分市医師会立アルメイダ病院（大分県） 

              大分県医師会副会長/大分市医師会副会長/ 

大分市医師会立アルメイダ病院副総院長 石和 俊 

           ４．霧島市立医師会医療センター（鹿児島県） 

              霧島市立医師会医療センター病院長 河野嘉文 

   質疑・応答 

  第２分科会(検査・健診センター関係)   於：４Ｆ「音楽ホール」            

                            司会：群馬県医師会理事 佐藤雄一 

座長：日本医師会常任理事 黒瀨 巌 

     シンポジウム １．高崎・地域医療センター（群馬県） 

              高崎市医師会副会長/高崎・地域医療センター業務執行理事 田村 仁 

２．石川県医師会臨床検査センター（石川県） 

     石川県医師会理事 齊藤典才 

３．静岡市静岡医師会健診センターMEDIO（静岡県） 

     静岡市静岡医師会副会長/静岡市静岡医師会健診センター所長 

 水谷暢秀 

              ４．広島市医師会臨床検査センター（広島県） 

                 広島市医師会長/広島市医師会臨床検査センター所長/ 

広島県医師会理事 山本 匡 

        質疑・応答 

    第３分科会(介護保険関連施設関係)  於：１Ｆ「スタジオシアター」        

                            司会：群馬県医師会理事 小中俊太郎 

座長：岩手県医師会長/日医医師会共同利用施設検討委員会委員長 本間 博  

          シンポジウム １．由利本荘医師会病院介護医療院（秋田県） 

                 秋田県医師会理事/由利本荘医師会理事/ 

由利本荘医師会病院副院長 土田昌一 

               ２．水戸市医師会訪問看護ステーションみと（茨城県） 

                 水戸市医師会長 細田弥太郎 

３．「東京都在宅医療推進強化事業におけるMCS機能強化の共同開発に   

ついて」（東京都） 

東京都医師会理事 佐々木 聡 

東京都医師会理事/全国医療介護連携ネットワーク研究会会長 

 土屋淳郎 

              ４．神戸市医師会（兵庫県）   

                 神戸市医師会副会長 久次米健市 

神戸市医師会理事/神戸市医師会在宅医療・介護連携推進会議 

委員長                      松尾玲子 

        質疑・応答  

18:30～20:00 ＜懇親会＞ 於：ホテルメトロポリタン高崎 ６F「丹頂」 

     （ｱﾄﾗｸｼｮﾝ:ﾀｹｵ･ﾘｱﾙ&ﾀｶｻｷｼﾃｨﾊﾞﾝﾄﾞ）       司会：群馬県医師会理事 小中俊太郎 

第２日 令和７年８月31日(日)  於：ホテルメトロポリタン高崎 ６Ｆ「丹頂」   

       9:00～     受  付（１日目に受付をしていない方のみ） 

総合司会：群馬県医師会 

9:30～10:00    群馬県内共同利用施設紹介  紹介者：群馬県医師会理事 鶴谷英樹 

        （主に群馬県医師会群馬リハビリテーション病院）             

10:00～10:20   分科会報告 各分科会座長    

       10:20～11:00  全体討議  座長：日本医師会常任理事 黒瀨 巌             

      11:00～11:05  総  括  日本医師会副会長 角田 徹     

      11:05～11:10   次期（令和９年度）担当県医師会長挨拶  宮崎県医師会長 河野雅行 

       11:10       閉  会  群馬県医師会理事 長坂資夫 

     ［施設見学に参加されない方］ 

11:10～12:10  昼   食  ホテルメトロポリタン高崎 ６F「丹頂」 

[施設見学に参加される方] 

11:10～12:00  昼   食  ホテルメトロポリタン高崎 ６F「丹頂」 

12:15施設見学集合・12:20出発 第１・第４コース（高崎駅東口/ﾔﾏﾀﾞﾃﾞﾝｷLAVIⅠ前） 

                第２・第３コース（高崎駅西口/ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙﾌﾟﾗｻﾞ前） 

第１コース「伊勢崎佐波医師会病院」→高崎駅東口15:40着・解散予定 

第２コース「高崎・地域医療センター」→高崎駅西口14:10着・解散予定 

第３コース「高崎・地域医療センター（観光付）」→高崎駅西口16:15着・解散予定 

第４コース「群馬リハビリテーション病院」（２日間コース） 

※８月31日（日）草津温泉15:00着予定・宿泊 

９月１日（月）見学・昼食→高崎駅東口15:00着・解散予定 
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 15:20～15:30   令和６・７年度全国医師会共同利用施設施設長検査健診管理者連絡協議会報告 

  同連絡協議会長/赤磐医師会長 滝澤貴昭 

15:30～16:00    ＜休憩・移動＞ 

 16:00～18:00  分科会   

  第１分科会(医師会病院関係)   於：２F「大劇場」                  

                           司会：群馬県医師会理事 鶴谷英樹 

座長：鹿児島県医師会常任理事/日医医師会共同利用施設検討委員会副委員長 黒木康文  

     シンポジウム １．伊勢崎佐波医師会病院（群馬県） 

              伊勢崎佐波医師会副会長 都丸浩一 

           ２．鳥取県中部医師会立三朝温泉病院（鳥取県） 

              鳥取県中部医師会理事/鳥取県中部医師会立三朝温泉病院長 深田 悟 

                  ３．大分市医師会立アルメイダ病院（大分県） 

              大分県医師会副会長/大分市医師会副会長/ 

大分市医師会立アルメイダ病院副総院長 石和 俊 

           ４．霧島市立医師会医療センター（鹿児島県） 

              霧島市立医師会医療センター病院長 河野嘉文 

   質疑・応答 

  第２分科会(検査・健診センター関係)   於：４Ｆ「音楽ホール」            

                            司会：群馬県医師会理事 佐藤雄一 

座長：日本医師会常任理事 黒瀨 巌 

     シンポジウム １．高崎・地域医療センター（群馬県） 

              高崎市医師会副会長/高崎・地域医療センター業務執行理事 田村 仁 

２．石川県医師会臨床検査センター（石川県） 

     石川県医師会理事 齊藤典才 

３．静岡市静岡医師会健診センターMEDIO（静岡県） 

     静岡市静岡医師会副会長/静岡市静岡医師会健診センター所長 

 水谷暢秀 

              ４．広島市医師会臨床検査センター（広島県） 

                 広島市医師会長/広島市医師会臨床検査センター所長/ 

広島県医師会理事 山本 匡 

        質疑・応答 

    第３分科会(介護保険関連施設関係)  於：１Ｆ「スタジオシアター」        

                            司会：群馬県医師会理事 小中俊太郎 

座長：岩手県医師会長/日医医師会共同利用施設検討委員会委員長 本間 博  

          シンポジウム １．由利本荘医師会病院介護医療院（秋田県） 

                 秋田県医師会理事/由利本荘医師会理事/ 

由利本荘医師会病院副院長 土田昌一 

               ２．水戸市医師会訪問看護ステーションみと（茨城県） 

                 水戸市医師会長 細田弥太郎 

３．「東京都在宅医療推進強化事業におけるMCS機能強化の共同開発に   

ついて」（東京都） 

東京都医師会理事 佐々木 聡 

東京都医師会理事/全国医療介護連携ネットワーク研究会会長 

 土屋淳郎 

              ４．神戸市医師会（兵庫県）   

                 神戸市医師会副会長 久次米健市 

神戸市医師会理事/神戸市医師会在宅医療・介護連携推進会議 

委員長                      松尾玲子 

        質疑・応答  

18:30～20:00 ＜懇親会＞ 於：ホテルメトロポリタン高崎 ６F「丹頂」 

     （ｱﾄﾗｸｼｮﾝ:ﾀｹｵ･ﾘｱﾙ&ﾀｶｻｷｼﾃｨﾊﾞﾝﾄﾞ）       司会：群馬県医師会理事 小中俊太郎 

第２日 令和７年８月31日(日)  於：ホテルメトロポリタン高崎 ６Ｆ「丹頂」   

       9:00～     受  付（１日目に受付をしていない方のみ） 

総合司会：群馬県医師会 

9:30～10:00    群馬県内共同利用施設紹介  紹介者：群馬県医師会理事 鶴谷英樹 

        （主に群馬県医師会群馬リハビリテーション病院）             

10:00～10:20   分科会報告 各分科会座長    

       10:20～11:00  全体討議  座長：日本医師会常任理事 黒瀨 巌             

      11:00～11:05  総  括  日本医師会副会長 角田 徹     

      11:05～11:10   次期（令和９年度）担当県医師会長挨拶  宮崎県医師会長 河野雅行 

       11:10       閉  会  群馬県医師会理事 長坂資夫 

     ［施設見学に参加されない方］ 

11:10～12:10  昼   食  ホテルメトロポリタン高崎 ６F「丹頂」 

[施設見学に参加される方] 

11:10～12:00  昼   食  ホテルメトロポリタン高崎 ６F「丹頂」 

12:15施設見学集合・12:20出発 第１・第４コース（高崎駅東口/ﾔﾏﾀﾞﾃﾞﾝｷLAVIⅠ前） 

                第２・第３コース（高崎駅西口/ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙﾌﾟﾗｻﾞ前） 

第１コース「伊勢崎佐波医師会病院」→高崎駅東口15:40着・解散予定 

第２コース「高崎・地域医療センター」→高崎駅西口14:10着・解散予定 

第３コース「高崎・地域医療センター（観光付）」→高崎駅西口16:15着・解散予定 

第４コース「群馬リハビリテーション病院」（２日間コース） 

※８月31日（日）草津温泉15:00着予定・宿泊 

９月１日（月）見学・昼食→高崎駅東口15:00着・解散予定 

⻆
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開　　　会

群馬県医師会副会長

西　松　輝　高
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挨　　　拶

日本医師会長

松　本　吉　郎
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挨　　　拶

群馬県医師会長

須　藤　英　仁



―  9  ―

来　賓　挨　拶

群馬県知事

山　本　一　太
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来　賓　挨　拶

高崎市長

富　岡　賢　治
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来　賓　挨　拶

参議院議員

釜　萢　　　敏
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現在、我が国の医療・介護・福祉は未曾有

の危機に直面している。

人口減少、高齢化の進行に加え、急激な物

価高騰、賃上げへの対応に各施設は困難を極

めており、すでに医療機関や介護施設の廃

院・閉鎖によって、必要な医療・介護の提供

が困難な地域も出現している。

公定価格により運営されている医療機関等

は、コスト増加分を価格に転嫁することがで

きない。人材も他産業に流出し続けるなど、

地域医療が崩壊しかねない、正に、危急存亡

の状況である。

６月13日に「骨太の方針2025」が閣議決定

されたが、日本医師会は、その策定に向けて、

１．経済成長の果実の活用、すなわち税収等

の上振れ分の活用、２．「高齢化の伸びの範

囲内に抑制する」という社会保障予算の目安

対応の見直し、３．診療報酬等について、賃

金・物価の上昇に応じた公定価格等への適切

な反映、４．小児医療・周産期医療体制の強

力な方策の検討－の４本の柱を主張してきた。

日本医師会の要望を踏まえた議論が行われ

た結果、「骨太の方針2025」は原案から修正

された。医療機関の経営や物価高、賃金上昇

への対応が重視され、社会保障関係費に関す

る記載は、歳出改革の中での「引き算」では

なく、物価・賃金対応分を「加算する」とい

う「足し算」の論理となり、年末の予算編成

における診療報酬改定に期待できる書きぶり

となった。

一方で、財務省財政制度等審議会は引き続

き歳出改革の努力を求めている。今回の骨太

の方針の内容を確実に実施するためには、令

和７年度補正予算、そして年末に向けた予算

編成過程における令和８年度診療報酬改定の

議論が極めて重要である。

医療機関経営の危機を打破するとともに、

高齢化や医療の高度化に加え、物価高騰や賃

金上昇にも対応できるよう、あらゆる機会を

通じて、引き続き政府・与党に働き掛けてい

く所存である。

医療財源は税金による公助、保険料による

共助、自己負担による自助の３つのバランス

をとることが大切であり、自己負担のみをあ

げないことが重要である。患者さんは自己負

担を増やしたくない、国民は保険料や税をな

るべく負担したくないと考えるが、社会保障

は個人単位で考えるのではなく、病気になっ

た人を社会全体で支えるための制度であり、

医療費財源をどのように確保するのか、国民

全員での十分な議論が必要である。国民生活

を支える基盤として、「必要かつ適切な医療

は保険診療により確保する」という国民皆保

険制度の理念を今後とも堅持していくことが

求められる。

一方、地域医療は人口構造や医療技術の進

展に伴い変遷している。地域のニーズを的確

に捉え、公益性の高い医療施設としての機能

を充実させることが重要である。新たな地域

医療構想や地域包括ケアシステムの推進にお

いては、医師会共同利用施設の活用が不可欠

特　別　講　演

「日本医師会の医療政策」

日本医師会長

松　本　吉　郎

まつもと・きちろう

公益社団法人日本医師会長。医療法人松本皮膚

科形成外科医院理事長・院長。昭和55年浜松医

科大学医学部卒業。専門分野／皮膚科、形成外科。
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であり、入院医療だけでなく、外来・在宅医

療や介護との連携も含めた複合的ニーズに対

応することが求められる。また、これからの

医療提供体制を考える上で、医療人材の確保

も欠かせない。医師偏在対策では、医師の養

成や派遣などについて大学関係団体等との連

携強化にも取り組んでいくとともに、地域医

師会との連携体制の在り方および今後の課題

について、継続的な議論と検討を重ねていく

必要がある。

その他にも、医療ＤＸやＯＴＣ類似薬に関

する議論など、取り組むべき課題が山積して

おり、今後も医療界は分断することなく、一

致団結して対応していかなければならない。

医師会活動においては、情報共有や相互理

解、コミュニケーションなど、ともに行動す

ることが重要だと考えている。引き続き日本

医師会は、地域医師会とこれまで以上に緊密

な連携に努め、現場からの意見を汲み上げて

いく。それに基づき、厚生労働省等の行政と

対話を重ね、政府与党と丁寧にコミュニケー

ションを図り、医療界の考えを医療政策に反

映するよう尽力していくとともに、日進月歩

する医療界に起きる様々な変化に対応してい

く所存である。
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この連絡協議会は、地域住民の健康の保持、

増進に努める医師会共同利用施設において病

院、検査・健診に携わる施設長や管理者で構

成されており、現地参加に加え、講演会は

Zoom による参加の形式で行われた、令和６

年度、令和７年度の活動報告である。

＜令和６年度＞

まず、令和６年度連絡協議会は、同年７月

19日および20日にタワーホール船堀にて、中

四国地区の担当で「『早期発見は検査から』

～共同利用施設からの発信～」をメインテー

マとし、以下の内容で開催された。

Ⅰ．分科会

テーマ１「臨床へのアプローチ」（病院・

検査・健診センター）

テーマ２「受診率向上の取り組み（システ

ム化、オプション検査、ＰＨＲなど）」

テーマ３「経営状況と組織管理 ( 経営改善

の取り組み、労務管理、人材育成など )」

Ⅱ．講演１「地域医療構想の取り組みについ

て」

厚生労働省医政局地域医療計画課課長補佐

松本　千寿　先生　

Ⅲ．講演２「軽度認知障害の診断を目的とし

た質量分析法による血漿蛋白質の同時多項

目測定」　

オープンシステム徳山医師会病院院長

中村　和行　先生

Ⅳ．～共同利用施設からの発信～新しい企画

の紹介

１．iPad を用いたオーダリングの紹介　

江戸川区医師会医療センター統括支援室主任

山﨑　貴之　先生　

２．受診率向上に向けた取り組み

東松山医師会病院健診センター課長

北堀　浩也　先生

３．医科歯科連携による歯周病検診の試み

西宮市医師会診療所事務主任

横井　敏孝　先生

Ⅴ．特別講演「これからの医療と医師会共同

利用施設」 

公益社団法人　日本医師会会長

松本　吉郎　先生　

＜令和７年度＞

次に、令和７年度連絡協議会は、同年７月

11日および12日に姫路商工会議所にて、近畿

地区の担当で以下の内容で開催された。

Ⅰ．分科会

テーマ１「共同利用施設間での共有できる

こと 、ＰＨＲ 、新規獲得 、集配体制」

テーマ２「行政の仕事 （内容、入札 、検体

郵送）、α健診（オプションの健診項

目）」

テーマ３「経営改善のためのチーム作り、  

令和６・７年度全国医師会共同利用施設

施設長検査健診管理者連絡協議会報告

全国医師会共同利用施設施設長検査健診管理者連絡協議会長　赤磐医師会長

滝　澤　貴　昭

たきざわ・たかあき

全国医師会共同利用施設施設長検査健診管理者

連絡協議会長。岡山県医師会代議員会議長。赤

磐医師会長。医療法人幸義会岡山東部脳神経外

科理事長。昭和55年岡山大学医学部卒業。専門

分野／脳神経外科。
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職員採用（人材確保）、人材育成、離職

率  、正規職員の割合」

Ⅱ．講演Ⅰ「共同利用施設を含む医療施設の

災害医療施策について」 

厚生労働省医政局　地域医療計画課　

救急・周産期医療等対策室

新興感染症等医療対策室室長

　近藤　裕史　先生

Ⅲ．講演Ⅱ「我々がＭＡＳＬＤ／ＭＡＳＨの

予防改善のためにできること」 

天理よろず相談所病院非常勤医師

（西宮医師会診療所顧問）	 松尾　収二先生

Ⅳ．特別講演「地域医療における共同利用施

設の役割～災害時の対応や支援～」 

公益社団法人　日本医師会会長

松本　吉郎　先生　

Ⅴ．～共同利用施設からの発信～新しい企画

の紹介

１．共同利用施設で共有できるシステム開

発について　

広島市医師会臨床検査センター事務部長

藤本　誠　先生　

２．電カル連携におけるＰＤＦ連携ソフト

（ビューワ）の開発について

姫路市医師会会務事業部庶務課課長補佐

内川　太郎　先生

３．利用したい・働きたいと思える臨床検

査センターを目指して

　　━利用率向上とそれに伴うシステム構築

に奮闘した47年━

三次地区医師会臨床検査センター顧問

金本　実　先生

Ⅵ．「共同利用施設における医療情報システ

ムの共同利用開発の現状とディスカッショ

ン」

１．標準型電子カルテ関連の現状について

日本医師会ＯＲＣＡ管理機構株式会社

石田　英明　先生

２．臨床検査基盤を活用した医療 DX への

対応

株式会社ケーアイエス　高味　裕介　先生

３．アンケート調査の調査報告について語

り合おう

アンケート報告

姫路市医師会事業推進部部長

藤田　祐介　先生

年々、この研修会への参加施設も増加し、

各々の地域特性や施設の体制など抱えている

課題もさまざまであるが、共同利用施設が、

持続可能な地域住民の健康を守る重要な拠点

として、柔軟に対応していくための有意義な

情報交換の場として活用していただけたもの

と存じる。

以上が２年間の連絡協議会の活動報告であ

る。

結びに、本連絡協議会に多大なるお力添え

をいただいた日本医師会をはじめ、各役職員

及び会員の皆様に心より御礼を申し上げる。
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Ⅰ．はじめに

少子化、超高齢化社会、そして今まで経験

ない人口減少が起こる2040年を迎えるにあた

り、共同利用施設である当院がどうあるべき

か、何を目指して行くべきかを検討した。

Ⅱ．当院の歴史

1974年５月に当院は開設し、医師会会員の

協力のもと伊勢崎市および佐波郡の中核病院

として、とりわけ救急医療、休日診療、夜間

診療に支障を来さぬよう年中無休24時間体制

で業務を行ってきた。また、1978年に成人病

検診センターを開設し、住民健診、職場健診、

市町村健診を通じて、生活習慣病の発見・予

防の向上を図ってきた。

Ⅲ．当院の現状と課題

当院は、病床255床（一般病床 153床、地

域包括ケア病床 52床、療養病床 50床）の病

院である。その特徴は「地域医療支援病院」

としての要素、すなわち紹介患者に対する医

療提供、医療機器等の共同利用の実施といっ

た、“かかりつけ医”を介在した患者様の利

便性にある。 近年、医療は専門性を求め、

当圏域でも高度先進医療を行う施設が充実し

てきている。しかし、地域の中での役割分担

という意味からも、当院はそれにただ追随す

るのではなく、あくまで地域の人たちの気持

ちに寄り添い、その利便性を高めることを視

野に入れてきた。一方で、常勤医（内科医５

名、外科医５名、脳外科２名、小児科１名） 

13名体制で診療を行っているが、多くの地域

医療を担う病院がそうであるように、常勤医

師の安定した確保が喫緊の課題であると言え

る。

Ⅳ．成人病検診センターの現状と課題

①施設内での健診

2024年にはＷＥＢでの事前問診や施設内タ

ブレットを利用した検査誘導システムを導入

し、スムーズな健診実施と待ち時間短縮等、

受診者の満足度の向上を図っている。増加傾

向にある胃内視鏡検査は、2016年より専門医

２名による検査体制で対応している。現在、

人間ドックの申し込み希望者が多く、その需

要を満たしきれていない。建物の増改築や建

て替え等による新たな受診者受け入れ体制の

１．伊勢崎佐波医師会病院（群馬県）

「当院の今後のあるべき姿を考える～地域の中で目指すべきもの」

伊勢崎佐波医師会副会長

都　丸　浩　一

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第１分科会（医師会病院関係）

シンポジウム

とまる・こういち

伊勢崎佐波医師会副会長。都丸内科クリニック

院長。平成５年富山大学医学部卒業。専門分野

／内科、循環器内科。
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検討が必要である。

②巡回健診

2024年から情報収集システムを導入して、

センターと巡回先を専用回線で接続し、受診

者情報や健診結果等のデータのオンライン化

を図っている。検診車は、胃部Ｘ線検診車１

台、胃胸部Ｘ線検診車３台、胸部Ｘ線検診車

４台、心電図車６台、マンモ検診車１台の計

15台を保有し、１日最大で６班（１班の構成

は、医師・看護師・技師等９-13名程度）で

巡回健診を実施している。繁忙期と閑散期の

検診車の稼働の差が大きく、今後は事業所の

ニーズを分析することで、設備（検診車等）

や人員についての検討が必要である。

Ⅴ．これからの目指すべきこと

①労働力の確保　

職員が健康で働きやすい職場となること。

定年年齢の引き上げ、医師業務負担軽減目的

のため、メディカルクラークの積極的な採用、

またＡＩの活用を目指す。

②紹介しやすい病院づくり　

入退院支援センターを拡充して、顔の見え

る、困った時に頼りになる病院であること。

これまでの看護師・医療事務・社会福祉士等

の働きを集約・効率化して地域連携の要とす

る。患者サービス向上、病床コントロールの

調整の役割を強化する必要がある。

③切れ目のない医療・介護の提供　

高齢化が進むなかで、介護と連携した医療

の提供については、需要が増すと想定される。

2017年度から伊勢崎市および玉村町の在宅医

療連携拠点事業として、『在宅医療介護連携

センターいせさき・たまむら』を医師会とし

て受託した。これにより医療と介護を必要と

する高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最期まで続けることができる

よう、病院と在宅を繋ぐ切れ目のない医療・

介護を目指す。

④経営安定化　

健診部門は安定した経営を確保しており、

今後の全事業経営を安定させていく可能性が

高い。

Ⅵ．おわりに

少子高齢化を伴う人口減少の影響は非常に

大きなものと予測され、過去と同じような考

え方をしていては、その対応は非常に困難で

あると考えられる。地域社会に貢献するため

には、そこで果たすべき役割を認識し、「選

ばれる施設作り」を目指す必要がある。
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鳥取県中部医師会立三朝温泉病院は、鳥取

県中部の山間部である三朝町にある。2000 

年に国から鳥取県中部医師会への経営移譲に

よって開院して、今年で25年になる。

当院は、国立時代から地域医療を担ってお

り、現在もその流れを汲み、地域に根ざした

急性期から慢性期およびリハビリテーション

医療を提供している。

今年４月末に療養病床を廃止して、病床数

は143床、職員数は235名で、整形外科、内科、

リハビリテーション科、リウマチ科、神経内

科、外科、麻酔科を標榜している。

当院最大の特徴は、日本有数のラドン泉で

ある三朝温泉の恵みを活用している点にある。

患者風呂、運動浴プール、鉱泥湿布、飲泉療

法、足湯、職員浴室などを通じて患者の身体

機能の回復や精神的な癒しを支えてきた。

しかし、近年温泉成分による腐食や経年劣

化により施設の老朽化が進行し、浴室やプー

ルの壁面タイルの剥離、金属部分の錆び、配

管の損傷などが顕著となってきていた。その

課題に対して患者や職員からの改善要望も多

く寄せられていたが、病院としては設備投資

の優先順位が限られており、温泉施設の改修

は長らく見送られていた。

そうした中、2021年春にクラウドファン

ディング（以下ＣＦ）事業者「READYFOR」

より提案があり、ＣＦという新たな手段で改

修費用を募る取り組みが検討されることと

なった。ＣＦは、プロジェクトに共感した一

般の支援者から少額ずつ資金を募るインター

ネット上の仕組みであり、従来の公的補助や

助成金とは異なる資金調達手段である。資金

の獲得だけでなく、地域社会とのつながりの

強化、病院のＰＲ、職員の士気向上といった

副次的な効果も期待された。

実施にあたっては、初めての試みに対する

不安の声も少なくなかった。「病院が資金を

募るのはみっともない」「詐欺のように見ら

れるのでは」といった意見や、インターネッ

トを利用しない高齢者への対応など、多くの

課題があった。こうした中で、院内外に向け

た丁寧な説明と広報を徹底した。院内では、

管理診療会議や部署単位での説明会を開催し、

２．鳥取県中部医師会立三朝温泉病院（鳥取県）

「三朝温泉病院のクラウドファンディングの挑戦と成果　　　　　　　　 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　－温泉施設の改修を目指して－」

鳥取県中部医師会理事　鳥取県中部医師会立三朝温泉病院長

深　田　　　悟

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第１分科会（医師会病院関係）

シンポジウム

ふかた・さとる

鳥取県中部医師会理事。鳥取県中部医師会立三

朝温泉病院長。平成11年鳥取大学医学部卒業。

専門分野／整形外科。
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職員の理解と協力体制を整えた。外部にはチ

ラシ、広報紙、年賀状、ＳＮＳ（Instagram、

Ｘ（旧 Twitter）、Facebook）など複数の媒

体を活用し、メディアへのプレスリリースも

行った。目標達成までのカウントダウンや途

中経過の報告を通じて、継続的な関心を引き

寄せる工夫も行った。

当院のＣＦは、2021年12月６日から2022年

１月31日までの56日間にわたって実施した。

結 果 と し て、454 名 の 支 援 者 か ら 総 額

9,428,000円の支援を受け、当初の第一目標

額500万円を大きく上回る189％の達成率と

なった。支援者の居住地域は鳥取県内にとど

まらず、関東圏を中心に全国から集まり、支

援金額の平均は約２万円であった。

 また、233件におよぶ応援コメントには、「地

域に必要な病院であり、これからも応援した

い」「医療に温泉を活かす独自の取り組みを

続けてほしい」といった声が寄せられた。こ

れまで三朝温泉病院の職員がそれぞれの立場

で患者や地域と真摯に向き合って医療をして

きたことへの感謝と、これからも頑張って

いって欲しいという期待の声であると感じ、

身の引き締まる思いがした。

今回の取り組みを通じて、当院が地域の多

くのファンに支えられている存在であること

を改めて認識するとともに、職員にとっても

自院の価値を見つめ直すきっかけとなった。

ＣＦは単なる資金調達手段ではなく、地域と

の信頼関係を見える化し、社会的共感を得る

有効な方法であることが示された。今後も、

こうした地域とのつながりを大切にしながら、

安全・安心で信頼される医療の提供に努めて

いきたい。
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2040年に向けて、大分県・大分市の人口

動態を検証し、アルメイダ病院が地域医療

においてどのような役割を今後果たしてい

くべきか、検討を行った。

Ⅰ．大分県の人口減少と高齢化

2025年（令和７年）現在の大分県の人口

は108万人で、県内には18市町村が存在する。

県庁所在地の大分市は人口47万人の中核市

で、県人口の44％が集中し、人口減少がす

すむ中で大分市への一極集中が進展してい

る。

1999年（平成11年）から死亡数が出生数

を上回る（自然減）状況となり、2023年（令

和５年）から自然減が１万人を超えるよう

なり、人口減少が加速している。県人口は

2040年には95万人（大分市44万人）、2050年

には84万人（大分市41.5万人）と予想され、

県内すべての市町村で人口減少が進展し、

人口の半減が予想される市町村もある中で

大分市の人口減少は緩徐で、人口減少の速

度の地域差が大きい。

現在の高齢化率は、大分県34％ / 大分市

29％で、2050年にはそれぞれ40％ /36％と増

加し、10市町村は50％を超える。また、高

齢化率は増加するものの老年人口そのもの

は多くの市町村で既に減少局面にあるが、

大分市は2050年まで増加することが予想さ

れている。

大分県の生産年齢人口は現在の60万人か

ら2050年には48万人へ減少することが予想

され、医療分野でも人材確保が今後益々困

難となることが懸念される。

Ⅱ．大分市の発展とアルメイダ病院の歴史

1950年代の大分市人口は10万人代で、新

産業都市指定の人口要件を満たすべく1963

年（昭和38年）に６市町村合併を行い、人

口22万人の新たな大分市が誕生した。その

６年後の1969年（昭和44年）に内科100床の

アルメイダ病院が開設された。第二次ベビー

ブームと高度経済成長期を経て人口は増加

し、1997年（平成９年）には中核市に指定

され、2016年（平成28年）には47万９千人

のピークを迎えた。このような人口増加を

背景にアルメイダ病院もベッド数・診療科

も増え、地域の急性期医療を担う基幹病院

３．大分市医師会立アルメイダ病院（大分県）

「大分市医師会立アルメイダ病院の現状と今後　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　～今後いかに“治し支える医療”を展開するか～」

大分県医師会副会長　大分市医師会副会長　大分市医師会立アルメイダ病院副総院長

石　和　　　俊

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第１分科会（医師会病院関係）

シンポジウム

いしわ・しゅん

大分県医師会副会長。大分市医師会副会長。大

分市医師会立アルメイダ病院副総院長。昭和55

年長崎大学医学部卒業。専門分野／小児科。
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の一つに成長した。

Ⅲ．アルメイダ病院の現況

現在開院56年目で、開院39年後の2008年

（平成20年）に新病院の建て替えを行った。

許可病床数406床（ＩＣＵ６床、一般病棟

335床、地域包括ケア病床44床、緩和ケア病

棟21床）、標榜診療科23科で、３次救命救急

センター・地域医療支援病院・大分県がん

診療連携協力病院・災害拠点病院・臨床研

修指定病院等に指定されている。

2020年（令和２年）に地域周産期母子医

療センターを閉鎖、2024年（令和６年）に

新型コロナウイルス感染症重点医療機関指

定病床の閉鎖を経て、看護師不足のため現

在は78床を休床し、328床で運用している。

2024年（令和６年）度の新入院患者数は

6,955人、年間延入院患者数は95,521人、年

間延外来患者数は48,889人、救急車搬入は

2,261件（応需率90％）であった。

2024年（令和６年）４月の常勤職員数は

688名で、内訳は①常勤医師63名（非常勤医

師63名）、②看護師351名・准看護師24名、

③救急救命士７名、④介護福祉士24名、⑤

看護助手４名、⑥薬剤師24名、⑦臨床検査

技師59名、⑧放射線技師18名、⑨リハビリ

テーション23名、⑩栄養管理士７名、⑪社

会福祉士８名、⑫事務58名等で、このうち

嘱託71名・パート17名。他に委託・派遣職

員161名が勤務している。

Ⅳ．看護師不足

現在の看護師の年齢構成は20代33％、30

代26％、40代23％、50代15％、60代２％で、

平均勤務年数は11年７か月であった。

この10年間の看護師の退職者数は32名～

55名（平均42.7人 / 年）で推移し、年間離職

率は8.6％～ 14.3％（平均9.9％）で、特に

2019年（ 令 和 元 年 ） 度（54名 /13.7 ％） と

2023年（令和５年）度（55名 /14.3％）の離

職者が多く、特に20歳代で入職３年以内の

離職者が目立っていた。一方、この３年間

に採用できた看護師数は離職者数を大きく

下回り、看護師不足から78床を休床して運

用せざるを得ない状況となった。看護師の

離職対策と確保対策の現状も検討した。

Ⅴ．今後の大分市の医療

県内には６つの医療圏域が設定され、大

分市は他の３市とともに中部医療圏を構成

し県人口の50％を占め、隣接する豊肥医療

圏・南部医療圏から大分市への患者流入も

多い。また、中部医療圏の大分市周辺には

大分大学医学部附属病院、大分県立病院、

大分赤十字病院、大分医療センター等の救

急医療・急性期医療の中核的な役割を担う

公的病院が多く存在し、県内で外来・入院

ともに最も充実した医療体制が構築された

地域である。大分県地域医療構想会議（2025）

では中部医療圏の高度急性期・急性期病床

の過剰、回復期・慢性期病床の不足が指摘

されているが、今後は人口減少が著しい隣

接医療圏と連携したより広域な医療圏域を

想定した医療体制を検討する必要がある。

Ⅵ．今後のアルメイダ病院の課題

現在の逼迫した経営状況を改善するため

には経費のマネジメントを徹底し、休床病

床を速やかに復活させるべく、看護師はじ

め医療スタッフに選ばれる魅力ある職場環

境を整えていく必要がある。

また、アルメイダ病院には地域包括ケア

病棟と緩和ケア病棟があり、大分市医師会

では訪問看護ステーション・介護保険支援

センター・地域包括支援センターを運用し

ており、これらの医療資源をもとに中部医

療圏で不足する回復期病床や在宅医療を支

援する体制を整備し、地域の医師会会員施

設とともに「治し支える医療」を強化する

ことが、今後求められてくるものと思われる。
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Ⅰ．背景

当院は国立病院再編に伴う民間払下げに

よって旧国立療養所霧島病院から、2000年７

月に姶良郡隼人町（現在の霧島市）に経営移

譲され、隼人町が姶良地区医師会と管理委託

契約を締結してスタートした公設民営病院で

ある。市町村合併によって2006年に霧島市

（人口約12万人）に移管され、以降は霧島市

との間で地方公営企業法の一部適用による指

定管理者制度で運営されている。職員は姶良

地区医師会に所属し、経費は指定管理料（諸

経費）と診療交付金（職員人件費）の名目で

霧島市から医師会へ支払われる。経営に関す

る責任は設置者である霧島市長にあり、運営

に関する責任は姶良地区医師会にあることが

霧島市立医師会医療センター経営強化プラン

（11章 責任の所在）等に明記されている。

Ⅱ．建築計画から竣工

2012年から新病院の基本構想が練られたが、

地域医療計画との整合性やその他の条件を整

備して2018年に新基本構想が策定された。別

途記載したようなコンセプトに基づき、約

100億円の予算で大手設計会社へ設計依頼し、

コロナ禍が始まった2021年に競争入札を実施

した。大手ゼネコンの落札価格は108億円で

あったが、その後のウクライナへのロシア侵

攻、急激に進行した円安等で資材の高騰や人

件費増に見舞われ、紆余曲折ののち max125

億円で契約締結の後、2023年１月に着工した。

コロナ禍の中でもほぼ計画通りに工事は進み、

2024年10月末に竣工した。移転準備期間を経

て、2025年２月１日に新病院をオープンした。

病床数は従来通りの254床で、全室個室（差

額病床は11のみ）、ロボット支援手術の導入

とＰＥＴ - ＣＴ設置が実現した。

Ⅲ．計画立案過程

基本構想から一貫して、霧島市と姶良地区

医師会、医療センター代表に加え、建築工学

や医療関連の学識経験者も参加した霧島市立

医師会医療センター施設整備委員会で検討を

重ねて基本計画が策定された。基本構想段階

での当院の医業収益は約50億円であったが、

設置以来、病院事業会計は黒字で霧島市の繰

り出し金の水準は40％と少なく、病院経営と

４．霧島市立医師会医療センター（鹿児島県）

「公設民営医師会病院の新築移転　滑り込みセーフ？　アウト？」

霧島市立医師会医療センター病院長

河　野　嘉　文

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第１分科会（医師会病院関係）

シンポジウム

かわの・よしふみ

霧島市立医師会医療センター病院長。昭和56年

鹿児島大学医学部卒業。専門分野／小児科。



―  23  ―

して非常に順調であったことから、コロナ禍

を経て医療材料や人件費の高騰による今日の

病院経営困難な状況は想定外であった。また、

市民からの期待も大きく、診療科増や施設設

備の充実など、一般的に自治体病院が赤字に

なる道を辿ってきたと振り返らざるを得ない。

Ⅳ．移転後の課題

新病院オープン後は病床稼働率が90％程度

を推移し、手術件数月平均で30 ～ 50件増と

なり、月平均の稼働額は前年よりも1.2億円

程度増加しているが、医業費用と人件費増で

黒字化は難しい。今回の診療科増をはじめ、

全室個室の病棟運営を考慮し、数年計画で看

護職員増と医師増を図ってきたが、現在でも

看護師・看護補助者の確保は難しく、各種施

設基準ギリギリでの運営を余儀なくされてい

る。 同 時 に、 準 備 期 間 に あ た る2022年 ～

2024年の病院医業収益に比較して医業費用が

増加した結果、新病院スタート時には建築移

転費用外に大きなマイナスを抱えることと

なった。新病院効果で2025年度以降の経営改

善を期しているが、最終的に164億円になっ

た建築・移転費用の返済には、赤信号が点っ

ていると言わざるを得ない。

Ⅴ．地方都市における医療提供体制の維持の

ために

霧島市のような県庁所在地ではない地方都

市において、今後も引き続き適切な医療を住

民に提供するには、公設民営の指定管理者制

度は有用な方法であると考えられる。その管

理を地域医師会が担い、会員諸氏の医療機関

との連携で地域医療を守っていくことは重要

である。その前提として、自治体が病院経営

は赤字であり、国との協力で地域医療を守る

ための繰り出し金を確保するという覚悟が必

要である。一方で、人口減少に向かっている

我が国において、地方都市の財源確保も困難

を極める時代である。「今までの医療が続く

ことが当然」だと思っている国民の意識改革

は必要で、住居地による医療格差を受け入れ

るような国や自治体による啓発が求められる。

当地区は、2040年までは老人中心ではある

ものの医療需要が減らないと予測されている

地域であるため、2025年にスタートした新病

院の借入金返済も容易ではないが、荒唐無稽

な話でもない。この時期に新築移転したこと

が滑り込みセーフになるか、アウトになるか、

私どもに続く次世代の職員の奮闘に期待した

い。

1.患者への看護が行き届く全室個室型病院
2.患者・家族等利用者の視点にたった、快適な療養環境の提供
3.地域医療支援病院として、診療機能を効率的に発揮できる機能的な病院
4.地域災害拠点病院として、安心・安全で災害に強い病院
5.工事中の既存病院の診療継続に配慮した建て替え計画と、将来増築への対応
6.末永く市民に親しまれ、安心の拠点となる建築デザイン

設計コンセプト

新病院は先進的な医療施設としての佇まいに「霧島らしさ」を「和える」ことで、
先進性と地域性の双方の魅力を引き出し、悠久の歴史を引き継ぎ、次世代へとつ
なぐ新たなデザインを目指す

延べ面積 27,182 m2 階数 地上６階、地下なし
病床数 254床 診療科 24科

（霧島市立医師会医療センター施設整備基本計画 2019年3月）

デザインコンセプト
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Ⅰ．はじめに

公益財団法人高崎・地域医療センターは、

昭和50年 (1975年 ) ４月、予防医学・公衆衛

生学の社会的実践、地域医療問題の情報莵集、

調査分析とその対策の拠点として設立、ス

タートした。その後、中核市高崎市の新たな

健康増進事業として平成23年に竣工した、高

崎市総合保健センター内に移転、平成25年に

は公益財団法人となり、そして令和７年には

設立50周年を迎えた。様々な業務の変容をた

どり、現在は大きな３本柱 ( 健診・検査・急

病診療所 ) を中心に業務展開している。

Ⅱ．地域特性

群馬県高崎市は広大な関東平野の北西端に

位置する、群馬県を代表する都市である。市

の人口は37万人を超え中核市となり、面積は

１．高崎・地域医療センター（群馬県）

「検査健診センターにおける地域住民のための、一体感のある連携　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自治体・医師会・医療機関）」

高崎市医師会副会長　高崎・地域医療センター業務執行理事

田　村　　　仁

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第２分科会（検査・健診センター関係）

シンポジウム

たむら・ひとし

高崎市医師会副会長。高崎・地域医療センター

業務執行理事。田村産婦人科院長。昭和59年群

馬大学医学部卒業。専門分野／女性医療全般。
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459.16平方キロメートルに及ぶ。古くから交

通の要衝として栄え、現在新幹線や高速道路

などの交通インフラが集中整備されている。

平成18年からの市町村合併を経て、行政区は

市街地から中山間地まで広域に及び、医療体

制や検診についても、現在は３医師会（高崎

市、群馬郡、藤岡多野）が協力して進めてい

る。

Ⅲ．地域連携を活かした取組み

設立当初は自らが建設した施設で、１）高

崎市医師会員各医療機関の臨床検査業務・検

査検体回収業務、２）乳児健康相談、両親学

級、予防接種、がん検診等の会場運営、３）

準夜診療所の開設、４）会議室・ホールの貸

出など行っていたが、平成23年度に「高崎市

総合保健センター」の１階・２階・３階フロ

アに全機能を移転したことで、それまでとは

異なる新たな取組みを開始した。

その１つは、検診データの一元管理とフィ

ルムレス読影システムを構築する計画である。

近年の画像フィルムレス化の潮流と、平成23

年度に高崎市の乳がん検診マンモグラフィ撮

影認定施設11施設がすべてデジタル化された

ことを機に、乳がんマンモグラフィ検診デー

タをすべてデジタルで集荷して読影を行う検

診システムの確立を試みた。システム構築に

は様々な問題が立ちはだかり工夫が必要で

あったが、結果として画像表示が均質化され、

過去画像との比較読影も可能で、さらにデジ

タル画像の特徴であるＣＡＤも利用でき、精

度向上にも大いに貢献している。

次には、臨床検査の病理細胞診断部門を立

上げ、子宮がん検診を中心に業務を開始した

ことである。それまでこの部門はすべてを外

部委託していたが、移転に伴い物理的なイン

フラを整備し、専門スタッフも確保し体制を

整えた。今ではスタンダードである液状検体

法をいち早く導入できたのも、この分野では

後発組であったゆえに、検証済みの最新技術

をスタートアップから直ちに施行できたこと

が要因である。また、当初から細胞診断精度

管理委員会も発足させ、外部委員とともに定

期的に診断結果の検証も行っている。

続いては、高崎市夜間休日診療所の運営拡

大である。平成21年からは365日の夜間内科

診療体制となり、平成24年４月からは休日午

前の小児科診療、10月からは月に１回程度の

休日午前婦人科診療、平成25年からは年末年

始午前の整形外科診療も開始している。この

間、平成23年に高崎市から指定管理者の委託

を受け現在に至っている。出場医師は、高崎

市医師会員を中心に、近隣医師会や基幹病院

の医師にもご協力頂き運営している。コロナ

禍においては土日の発熱外来を立上げ、ＰＣ

Ｒ検査センターも併設して地域住民の健康保

持のために貢献した。

Ⅳ．課題と今後の展望

検体集配業務は市域が広大のため運送コス

トなど課題は常にあるが、最近の民間ラボの

検査料値上げ傾向もあり、医療機関からの

ルーチン検査依頼は微増している。また、持

続的な人口減少と労働力不足の流れで、今後

高齢者の就業率がますます上昇していくこと

は確実で、健康寿命の延伸に寄与するための

住民個別健 ( 検 ) 診や中小の事業所健診の重

要性を改めて認識し、健診施設間での均質化

を図るとともに、精度維持管理をさらに進め

る必要性がある。これらの公益性の高い事業

は、今後も自治体（市）と医師会、各医療機

関との一体感のある連携を深め、さらに発展

させていきたい。
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地域医療を支える医師会共同利用施設とし

ての当センターの現状と今後の課題について

整理し、2040年問題を踏まえた対応の方向性

を示す。

当 セ ン タ ー の 事 業 は、 一 般 検 査 事 業

（34.5％）、個別健診事業（45.3％）、その他

健診事業（20.2％）の３つに分類され、地域

医療機関との連携のもと、保険診療や自治体

健診、出向健診など多岐にわたる検査業務を

担っている。特に個別健診事業が事業全体の

中核をなしており、繁忙期（５～ 12月）に

は人員体制も強化される。組織は検査部門

（４分野）、健診部門、営業部門、総務部門

から構成され、通年雇用約60名のほか、出向

健診スタッフや繁忙期限定の短期雇用職員を

加え、柔軟な人材配置を行っている。

地理的条件として、石川県内の広域を対象

とし、珠洲市のように片道２時間以上かかる

地域も存在する。物理的な困難を克服しつつ、

地域医療ニーズに応えるための工夫が求めら

れている。

一方で、新型コロナウイルス流行前の検査

量には回復しておらず、原材料費や人件費の

上昇、採用難など外部環境の不安定さが継続

的な課題となっている。

これらの諸問題を解決する一助となる改善

の実例としては、ＯＣＲ帳票依頼書の修正率

が40％を超えていた特定健診事務において、

ＩＣＴを利用することによる事務負担の軽減

や、検査機器稼働時間中の人員配置の見直し

による働き方改革等があり、これらは一定の

成果をあげている。

ただしこれらは“提示された課題”への対

応という位置づけである。一方で、持続可能

な組織づくりには“提示されない課題”の発

見と対応が不可欠である。“提示されない課

題”は、業務上の無意識な慣習や誤認が業務

効率を妨げている場面が多いということを前

提に、課題そのものが認識しづらいというこ

とが起点となっている。たとえば、部署間の

連携により全体効率が向上するにも関わらず、

自部署に直接恩恵がないことで提案がなされ

ないケースがある。このような“動機の欠

２．石川県医師会臨床検査センター（石川県）

「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　 

　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

石川県医師会理事

齊　藤　典　才

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第２分科会（検査・健診センター関係）

シンポジウム

さいとう・のりとし

石川県医師会理事。城北病院長。平成３年金沢

大学医学部卒業。専門分野／外科。
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如”等に向き合い、組織としての課題発見力

を高めていく必要がある。

今後も、地域医療を支える使命のもと、地

道かつ継続的な業務改善を通じて、より質の

高いサービス提供を目指していく。
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Ⅰ．静岡市静岡医師会健診センターの概要

静岡市は、人口約67万人を有する政令指定

都市の中で最も人口の少ない都市である。静

岡市静岡医師会は、旧静岡市（葵区24万人、

駿河区20万人）の医療・保健を担う組織であ

り、現在320名の開業医と497名の勤務医によ

り構成され活動している。

当センターは、昭和38年に検体検査を行う

「静岡市医師会附属臨床検査センター」とし

て始まり、平成７年に健診専門施設「医師会

健診センターＭＥＤＩＯ」として新設された。

人間ドックや職場健診に対応できる体制の整

備や施設の拡充が行われた。平成26年４月よ

り現在の呉服町タワー２階に移転し、さらに

令和４年６月には健康づくりを応援する情報

拠点「MEDIO TERRACE」を同タワー１階

に開設した。

なお、検体検査部門は民間業者の進出によ

る取扱い検体数の減少と採算性の悪化により、

平成10年に廃止され、以降は民間業者に委託

している。また、会員からの要望に応え、平

成元年にＣＴを、平成12年にＭＲＩを導入し、

会員医療機関の診療・診断に貢献している。

Ⅱ．当センターの現状

ＭＥＤＩＯでは、健診結果に基づく異常所

見から受診者の健康リスクを早期に発見し、

会員医療機関へ紹介している。静岡市の商業

中心地である呉服町への移転に伴い、賃料や

光熱費などの固定費は大幅に増加したが、そ

れ以上に受診者数が飛躍的に増加し、経常収

益も高水準を維持している。令和５年度の健

診受診者数は過去最高の６万３千人を記録し

た。

共同利用施設として、ＣＴ・ＭＲＩ・マン

モグラフィ・腹部超音波などの依頼検査を受

けており、ＣＴとＭＲＩは令和６年度8,800

件の検査を行った。

また、MEDIO TERRACE では、健診に

関する相談や予約受付、健診後の保健指導や

診療所の紹介も行っている。さらに市民向け

に、医師等による「健康ミニ講座」を開催し

ている。

３．静岡市静岡医師会健診センターＭＥＤＩＯ（静岡県）

「静岡市静岡医師会健診センターの現状と2040年問題への取り組み」

静岡市静岡医師会副会長　静岡市静岡医師会健診センター所長

水　谷　暢　秀

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第２分科会（検査・健診センター関係）

シンポジウム

みずたに・のぶひで

静岡市静岡医師会副会長。静岡市静岡医師会健

診センター所長。水谷脳神経外科クリニック院長。

平成５年日本医科大学医学部卒業。専門分野／

脳神経外科。
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Ⅲ．当センターの健康診断と市内特定健診の

年齢別受診状況

当センターにおける年齢別受診者数は、60

歳以降に大きく減少し、さらに５歳ごとにお

およそ半減している。これは、定年退職によ

り企業での健診が終了し、退職後に個人で健

診を受ける人が極めて少ないためと考えられ

る。

一方、静岡市における特定健診の受診率は、

60歳以降に上昇するが、それでも男女とも

40％程度にとどまっている。特に、定年退職

後に国民健康保険に移行した人の受診率が低

いことが課題として指摘されている。

Ⅳ．2040年問題に向けた課題と当センターの

取り組み

2040年には、65歳以上の高齢者が全人口の

35％に達し、生産年齢人口が大幅に減少する

と予測されている。この「2040年問題」では、

医療・介護サービスの需要が急増し、社会保

障制度に大きな負担がかかるとされる。その

対策の一つとして、「健康寿命の延伸」が重

要な課題であり、健診センターに大きな役割

が期待される。

健康寿命延伸には、疾病の予防および早期

発見・治療のために、継続的に健康診断を受

けることが重要である。しかし現状として、

先述したように高齢者の健診受診率は依然と

して低い。その要因の一つとして、定年退職

後に健康診断を受け続けるという意識の低さ

が挙げられる。

そこで、当センターでは退職後の健康管理

に関する現状と課題を把握するため、中小企

業に対しアンケート調査を実施した。対象と

して、協会けんぽに加入しており、50歳以上

の従業員が５名以上受診している静岡市内の

304事業所に調査を依頼し、164事業所 ( 回収

率53.9％ ) から回答を得た。

その結果、再雇用・継続雇用を実施してい

る事業所は128事業所 (78％ ) であり、そのう

ち114事業所では毎年の健診を継続して実施

していたが、14事業所は健診を実施していな

かった。また、一部の事業所では、人間ドッ

ク受診補助、健康相談窓口の設置、メンタル

ヘルスケア情報の提供などの取り組みも見ら

れた。

一方、完全退職者に対しては、全事業所に

おいて何ら健康管理への取り組みがなされて

いないのが実情である。今後の要望としては、

「退職者宛てに健診センターから健診の案内

を郵送してほしい」、「健診の重要性を理解で

きる退職者向けパンフレットがあると良い」

といった声が多数寄せられた。

これらの結果を受け、当センターでは今後、

退職者に対する啓発活動の強化が必要と考え、

まずは退職時に配布可能な啓発文書や健診パ

ンフレットの作成を進めることを検討してい

る。

また、再雇用・継続雇用中でありながら健

診を実施していない事業所も存在するため、

健診を継続できる体制の整備も今後の課題で

ある。
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近年、臨床検査センターを取り巻く環境は

急速に変化しており、広島市医師会が運営す

る臨床検査センターも、その影響を大きく受

けている。具体的には、開業医の減少、診療

報酬改定による検査実施料の減少、高齢化に

よる医療機関の閉院増加、さらには民間検査

センターとの価格競争の激化により、新規取

引の獲得が困難になっている。また、昨今の

物価上昇に伴う人件費や光熱費の高騰も経営

を圧迫しており、当検査センターの運営基盤

はますます厳しい状況に置かれている。

このような傾向は全国的にも見られ、医師

会が運営する検査・健診施設の数は、2000年

には130施設であったものが、2023年には94

施設にまで減少している。こうした状況を受

け、当センターでは持続可能な運営を目指し、

これまで無償で提供してきた採血管や採取容

器の有料化、検査料金の見直しなど、経営の

合理化に取り組んでいる。

さらに、地域医師会間および民間検査セン

ターとの連携強化を通じた相互補完体制の構

築にも力を入れている。特に、システムの共

同利用については、重要な課題と位置づけて

いる。現在、当検査センターで使用している

基幹システムが保守会社の撤退により更新困

難な状況となっており、新たなシステム導入

が急務となっている。同様の課題を抱える近

隣医師会と連携し、共同で利用可能なシステ

ムの開発・導入を検討している。

この共同利用により、システム導入や保守

コストの削減、業務効率化、さらにはＢＣＰ

（事業継続計画）への対応が期待できる。ま

た、複数医師会の共同利用によるスケールメ

リットを活かしたボリュームディスカウント

や、検査機器とのインターフェース共通化に

よる開発費の圧縮も可能となる。さらに、シ

ステムの標準化が進むことで、個別のカスタ

マイズに要する費用も抑制できる見込みであ

る。これらの取り組みを通じて、持続可能で

効率的な臨床検査体制の構築を目指している。

一方で、これまで競合関係にあった地元民

間検査センターとの新たな連携にも取り組ん

でいる。例えば、特定の検査項目においては、

４．広島市医師会臨床検査センター（広島県）

「臨床検査センターを取り巻く環境の変化と今後の課題」

広島市医師会長　広島市医師会臨床検査センター所長　広島県医師会理事

山　本　　　匡

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第２分科会（検査・健診センター関係）

シンポジウム

やまもと・ただし

広島県医師会理事。広島市医師会長。広島市医

師会臨床検査センター所長。山本皮膚科医院長。

昭和61年昭和大学医学部卒業。専門分野／皮膚科、

アレルギー科。
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報告までの日数短縮を目的に、大手検査セン

ターよりも迅速な対応が可能な地元民間検査

センターへ一部外注を行っている。また、採

算性の低い遠隔地域における集荷業務につい

ては、当検査センターと地元民間検査セン

ターが協力して統合を進めることで、集荷効

率の向上とコスト削減に向けた取り組みを開

始している。

このような連携は単なる業務分担にとどま

らず、地域医療を支えるインフラとしての臨

床検査体制の再構築にもつながると考えてい

る。今後は、地元の民間検査センターとの技

術的連携も視野に入れ、検査品質の標準化や

緊急検査体制の強化など、より高いレベルで

の協業体制の構築を目指して取り組んでいき

たい。

本講演では、こうした現状と課題に加え、

他医師会および地元民間検査センターと進め

ている具体的な連携の取り組みについて紹介

し、今後の臨床検査センター運営の持続可能

な方向性について、皆さまとともに考える機

会としたい。
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介護医療院とは、長期療養を必要とする要

介護者に対して施設サービス計画に基づいて、

療養上の管理や看護、さらに、医療的管理の

下に介護および機能訓練、その他、必要な医

療や日常生活上のケアを提供する施設であり、

2018年４月から創設された。

2024年４月時点で、全国の介護医療院は

926施設、療養床数は53,183床になっている。

都道府県別にみると都市部や人口密集地で開

設は進みやすく、地方では開設が少ない傾向

にあると考えられた。

当院では、2019年３月から一般病棟（50

床）に地域包括ケア病床（入院料３、35床）

を設けて運用していた。

しかし、2022年度診療報酬改定により地域

包括ケア病床入院料３に在宅復帰率70％の要

件が追加され、その時点での在宅復帰率が

40％前後であったことから、35床の地域包括

ケア病床を維持するには相当数の病床数減少

が求められる必要に迫られた。

そこで、病棟再編成を進めるに当たり収支

の試算を行った。病棟再編成を行わなかった

場合、在宅復帰率から逆算して地域包括ケア

病床が35から13床に減少、また、残りの37床

についても平均在院日数を維持できず地域一

般３に下げざるを得なくなり、年間収支はマ

イナス約１億円と見込まれた。また、療養病

床を残して２から１に引き上げ、地域包括ケ

ア病床を13床で運用できた場合でも、マイナ

ス約5,400万円程度と見込まれた。

一方、介護医療院に移行した場合、介護医

療院が自宅扱いになることから、在宅復帰率

の増加が見込まれ地域包括ケア病床を35床の

ままで運用でき、介護医療院の単価は低いも

ののマイナスにはならないと試算された。

以上のことから、2022年６月上旬医療療養

病床を介護医療院へ移行する方針となり、約

半年間の準備期間を経て2023年４月１日から

開設となった。

介護医療院では、医療と介護を一体として、

医療サービスから介護サポート、その他生活

支援や終末期対応など多岐に渡るサービスが

提供されている。

当施設は、比較的重度の要介護者を対象に

したⅠ型で、重症度割合50％超、医療処置

50％超、ターミナルケア10％超の強化型Ａと

なっている。

１．由利本荘医師会病院介護医療院

「介護医療院開設二年が経過して－現状と課題、そしてその展望－」

秋田県医師会理事　由利本荘医師会理事　由利本荘医師会病院副院長

土　田　昌　一

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 
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第３分科会（介護保険関連施設関係）

シンポジウム

つちだ・しょういち

秋田県医師会理事。由利本荘医師会理事。由利

本荘医師会病院副院長。昭和53年新潟大学医学

部卒業。専門分野／内科。
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開設後の実績について検討した。

介護医療院への入所は、現時点では、地域

包括ケア病床からの入所が100％である。稼

働率については、開設から2024年１月までは

75% 前後であったが、２月からは80% 前後と

なった。年度別稼働率について、2023年度は

74.2%、2024年度79.8% であった。月別収入

をみると、2024年２月からは2,000万円前後

を維持できるようになった。

次に、介護医療院開設前の収支予測と開設

後の実績を比較検討した。

介護医療院が自宅として扱われることから、

在宅復帰率が80% を超え、現在の病床数のま

ま地域包括ケア病床入院料１が算定できる結

果となった。2023年度は介護医療院への転換

を優先したために全体的低めではあるが、

2024年度は介護医療院の加算要項を積極的に

取得したこと、地域包括ケア病床を有する病

棟ではベッドコントロールの見直しを効果的

に行った結果、試算以上の一日単価の増加が

あった。

稼働率については、アフターコロナによる

医療機関の受診控えや、人口減少の進行など

により、2023・2024年度ともに予想より低い

結果であった。

しかしながら、入院収入についてみると、

2024年度は試算より高い単価となり収入試算

額とほぼ一致する結果となった。

ここで、介護医療院の各プロセスにおける

情報やデータ活用（ＩＴ化）についてみると、

現存の電子カルテシステム（Ｓ社製）で他部

門との情報の共有と管理については問題ない

が、Ｓ社提案のＦ社製の介護ソフトを導入し

たものの、介護ソフトと電子カルテシステム

の連携は進んでおらず、電子カルテシステム

上でのケアマネジメント業務の情報共有はな

されていない。

最後に、介護医療院開設二年が経過して、

現状の課題とその展望について、１．収益性

向上について、１）稼働率の向上、２）加算

の取得や減算回避、３）医療内容の見直しな

ど、２．システムの改善について、１）業務

の効率化・集約化・標準化の促進、２）介

護・医療システムの連携強化などに関して検

討を加え報告したい。
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2040年を見据えた医療と介護の在り方を考

える上で、水戸市の高齢者人口推計が非常に

重要となる。水戸市は、人口26万7000人の中

核市であるが、茨城県の高齢化率と同様に、

今後2040年に向け、徐々に総人口、生産年齢

人口、年少人口は減少、高齢者人口が増加す

る。また、高齢者人口の増加に伴い、要支

援・要介護認定者数も増加の一途をたどり、

2040年には認定者数は、19,110人と予想され

ている。これは、高齢者人口の24.3% を占め、

高齢者４人に１人が要支援・要介護認定者と

なる。このような背景の中で、訪問看護ス

テーションは増加の傾向にある。高齢者人口

対・訪問看護ステーション数では、茨城県全

体が25か所に対し、水戸市は64か所となり、

全国平均の1.6倍、全国１位の都道府県であ

る大阪府の70に迫る勢いである。

当事業所は、現在看護師16名を有する茨城

県内最も職員数の多い事業所であり、24時間

対応、小児から高齢者までを対象とし、ほぼ

すべての在宅ケアに対応する。職員の年齢構

成は、60代が２名、50代が８名とプラチナ

ナースが主体となっており、今後多様な就労

促進が重要事項となってきている。その対策

の一つに、茨城県看護協会による訪問看護支

援事業がある。地域完結型医療への方針に向

かって、病院看護師と訪問看護師間の理解を

深め、連携を図り、また、潜在看護職員への

働きかけも含め、就労移行がスムーズに行わ

れるような入口を目指している。

利用者数および訪問回数は、新型コロナウ

イルス感染症蔓延後、減少傾向にあり、財務

状況は厳しいものになってきている。周辺事

業所数は増加しているため、医療機関・居宅

介護支援事業所への営業活動を通じ、より身

近に感じていただける訪問看護ステーション

になっていく必要がある。

また、医療従事者の働き方改革の視点にお

いても、様々なテクノロジーの活用による生

産性の向上、労務環境の整備、キャリアアッ

プにつながる適切な評価と地位向上が求めら

れる。当事業所では、訪問看護ステーション

管理システムを見直し、タブレット端末を導

入した。これにより、記録・報告に要する時

間が短縮し、事務作業が減少、画像の活用も

可能になった。休日当番対応の際も、利用者

の情報を即時確認、把握できるようになって

２．水戸市医師会訪問看護ステーションみと

「水戸市医師会訪問看護ステーションみとの取組み」

水戸市医師会長

細　田　弥太郎

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第３分科会（介護保険関連施設関係）

シンポジウム

ほそだ・やたろう

水戸市医師会長。医療法人誠順会クリニック健

康の杜院長。昭和62年順天堂大学医学部卒業。

専門分野／外科。
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いる。今後は、オンラインでの看護、健康相

談、食事指導や主治医との診療支援に活用で

きるよう検討していきたい。

これからの課題としては、サービスの質の

向上、高齢者・市民・社会的ニーズへの対応、

周辺医療圏とのバランス、地域包括ケアシス

テムの中での位置づけ合致等が挙げられる。

2040年に向かい、高齢化や人口減少が進み社

会基盤は弱体化してくる。日本医師会の提言

にもある医療ＤＸを活用し、適切な情報連携

や業務の効率化を進め、コンプライアンスを

確保し、安全・安心でより質の高い医療を提

供する必要がある。訪問看護ステーションは

地域共生社会の実現に不可欠な社会資源の一

つであり、「水戸市医師会 訪問看護ステー

ションみと」が、リーダーシップとしての役

割を果たせるよう発展させていきたい。
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Ⅰ．はじめに

医師会共同利用施設とは「医師会もしくは

自治体・三セク等が設立主体となり、医師会

が運営し、地域の医師会員が共同利用を図る

施設」と定義されており、その施設類型には、

医師会病院、検査・健診センターのほか、訪

問看護ステーションや介護老人保健施設、地

域包括支援センター、居宅介護支援事業所な

どの介護関連施設がある。

これらの医師会共同利用施設は、これまで

地域医療に一定の貢献を果たしてきた一方で、

昨今の医療を取り巻く環境の変化や民間企業

との競合などにより、その運営や経営の厳し

さが増していることも指摘されている。

それに対し、日本医師会の医師会共同利用

施設検討委員会では、これまでのような施設

にとらわれず、また対象を地域の医師会員に

限定せず、医師会同士の協働による事業を行

うなどの、より広い視野での医師会共同利用

施設の在り方についての検討を行ってきた。

今回、東京都での在宅医療推進強化事業の

実施にあたり、ＩＣＴシステムの機能強化の

共同開発を東京都医師会の声掛けで進めた。

これは地区医師会の協働という新たな取り組

みに繋がるものと考えられ、ここにその概要

を紹介する。

Ⅱ．東京都在宅医療推進事業について

東京都においては、今後も人口は減少しな

い一方で高齢化率は上昇を続け、特に介護力

の低い高齢独居・老老世帯が増加してくるこ

とが問題となる。これに対し、東京都は「東

京都在宅医療推進強化事業」を実施すること

となった。

東京都在宅医療推進強化事業

（24時間診療体制推進）

目　　的：地域における在宅医療の推進強

化を図る

３．「東京都在宅医療推進強化事業における　　　　　 
　　　 ＭＣＳ機能強化の共同開発について」（東京都）

東京都医師会理事

佐々木　　　聡

東京都医師会理事　全国医療介護連携ネットワーク研究会会長

土　屋　淳　郎

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第３分科会（介護保険関連施設関係）

シンポジウム

ささき・さとし

東京都医師会理事。浅草医師会副会長。医療法

人社団ささき眼科理事長・院長。昭和60年福島

県立医科大学医学部卒業。専門分野／眼科。

つちや・あつろう

東京都医師会理事。豊島区医師会特任理事。全

国医療介護連携ネットワーク研究会会長。土屋

医院長。平成11年昭和大学大学院医学研究科博

士課程修了。専門分野／内科。
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スキーム：東京都から地区医師会への補助

事業（令和５年度より３年間）

事業内容：１．24時間診療体制推進事業 

　　　　　２．デジタル技術を活用した

　　　　　　　医療ＤＸ推進事業

Ⅲ．東京都における医療・介護ＩＣＴシステ

ム

東京都では、平成28年度より東京都在宅療

養推進基盤整備事業（多職種ネットワーク構

築事業）が実施され、医療・介護ＩＣＴシス

テムの導入が進められた。ただ、各地域で独

自にシステムが採用されたため、都内全体が

モザイク状となり、隣接する地域とも繋がら

ないことが問題となった。その後次第に集約

化が進み、令和５年度時点では、Medical 

Care Station（以下ＭＣＳ）を採用、あるい

は採用予定とする地域が多くなっていること

がわかった。

Ⅳ．ＭＣＳの機能強化と共同開発

さて「在宅医療における24時間診療体制の

構築」では、特に休日・夜間における医師・

訪問看護師等の連携・情報共有が必要であり、

ＩＣＴシステムの活用が重要であると考えら

れた。一方で、多く採用されているＭＣＳは

多職種連携のためのコミュニケーションツー

ルであり、突発的な事象や臨時的なメンバー

の参加には不向きであるため、今回の事業に

用いるためにはＭＣＳ自体の機能強化が必要

であろうと考えられた。

令和５年度に在宅医療推進強化事業に参加

した地区医師会26の中でＭＣＳを採用してい

るところも多かったが、それぞれが個別にＭ

ＣＳの機能強化を図るのは、コストの上でも

手間の上でも問題であると考えられた。

そこで、より効率的な機能強化を図るため

に、東京都医師会が音頭を取り、各地区医師

会の意見を集約し、ＭＣＳの機能強化の共同

開発を進めることとなった。

Ⅴ．ＭＣＳの機能強化の内容とその後につい

て

24時間診療体制確保のためには、主治医に

代わり当番医等が対応するスキームが想定さ

れるが、多数の患者グループに複数の当番医

をいちいち招待するのは面倒であることから、

当番医のグループを作成し、一括して招待す

る機能「チーム機能」（仮称）の開発が行わ

れることとなった。

その後、共同開発の実務はエンブレース株

式会社から業務委託された一般社団法人全国

医療介護連携ネットワーク研究会が担当する

ことになり、最終的には19の地区医師会がこ

のチーム機能の共同開発に参加された。

このチーム機能は、今回の当番医に限らず、

様々な場面での応用が期待されている。この

他にも様々な機能強化についての意見が出さ

れており、最終的にその成果物は全国のＭＣ

Ｓユーザーにも反映されることになろうと思

われる。

今回のＭＣＳ機能強化の共同開発は、東京

都医師会が各地区医師会の意見を集約し、複

数の地区医師会の協働を図ることで実現でき

た。このように複数の医師会の協働という形

態も、今後の医師会共同利用の在り方として

検討に値するものと考える。
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我が国は、かつてないスピードで高齢化が

進行しており、2025年には団塊の世代がすべ

て75歳以上の後期高齢者となる。さらに2040

年には、団塊ジュニア世代が65歳を迎え、高

齢者人口が過去最大の約3,900万人に達し、

全人口の約35％を占める見込みである。これ

により、医療・介護サービスへの需要が急激

に高まる一方で、生産年齢人口の減少や地域

差の拡大が避けられず、「2040年問題」とし

て社会全体への大きな影響が懸念されている。

このような社会構造の変化に対応するため、

国は地域における包括的な支援体制の構築と

して「地域包括ケアシステム」の運用を始め

た。これは高齢者ができる限り住み慣れた地

域で、尊厳を保ちながら自立した生活を続け

られるよう、医療・介護・予防・住まい・生

活支援といった多方面のサービスを地域で一

体的に提供する仕組みである。地域の実情に

応じた多職種連携が求められ、行政、医療機

関、介護事業者、地域住民など、あらゆる職

種が主体的に協働する体制が進められている。

その一環として、神戸市医師会は2016年から

「在宅医療・介護連携支援センター」を市内

に９か所（各区１か所）、コーディネーター

２名体制で開設、医療と介護の連携支援の拠

点として整備した。在宅療養を支える医療機

関や介護サービス事業所、ケアマネジャー、

地域住民との連携を強化し、医療と介護の情

報共有、地域資源の活用促進、多職種連携の

支援などを通じて、在宅医療と介護を切れ目

なく提供する体制の構築をめざしている。し

かし事業の運用には、いくつかの課題が存在

する。医師、看護師、介護職員、ケアマネ

ジャー等の専門職の担い手が年々減少し、地

域間格差も拡大した。また、サービス提供側

の負担が増加し、現場では時間的・心理的余

裕のなさが発生し、質の低下につながる懸念

もある。さらに財源の制約により、持続可能

な制度運営が困難になるリスクもあり、加え

４．神戸市医師会（兵庫県）

「神戸市医師会在宅医療・介護連携支援センターの紹介」

神戸市医師会副会長

久次米　健　市

神戸市医師会理事　神戸市医師会在宅医療・介護連携推進会議委員長

松　尾　玲　子

メインテーマ「地域に根ざした医師会共同利用施設のあり方　　　　　 

 　　　　　 　　　　　　　　　　～ 2040年問題が及ぼす影響と対策」

第３分科会（介護保険関連施設関係）

シンポジウム

くじめ・けんいち

神戸市医師会副会長。くじめ内科院長。昭和48

年関西医科大学医学部卒業。専門分野／内科。

まつお・れいこ

神戸市医師会理事。神戸市医師会在宅医療・介

護連携推進会議委員長。岡川医院長。昭和58年

兵庫医科大学医学部卒業。専門分野／血液。
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て、医療・介護の連携にはＩＣＴ（情報通信

技術）の活用が不可欠であるにもかかわらず、

導入や活用が進んでおらず、情報共有や業務

効率化が十分に図られていないのが現状であ

る。また、家族の介護負担や、地域コミュニ

ティの希薄化、独居老人の増加といった社会

的課題も、在宅療養支援の障壁となっている。

今後の医療と介護の在り方として、制度やシ

ステムの整備だけでなく、国民一人ひとりの

意識改革や地域住民の参画も不可欠であり、

自助・互助・共助・公助のバランスを保ちつ

つ、それぞれができる役割を担う地域づくり

が求められている。特に、住民主体の支え合

い活動や、地域に根ざした包括的なサポート

体制が、持続可能な医療介護連携を実現する

ものと思われる。2040年以降も安心して暮ら

せる社会を築くためには、これらの課題を踏

まえたうえで早急な対策と地域全体での継続

的な取り組みが必要不可欠である。この事業

により、「地域包括ケアシステム」と在宅医

療介護連携の実効性を高め、超高齢社会にお

ける生活の質の維持と、社会保障制度の安定

的運用を両立させるということが期待できる。
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群馬リハビリテーション病院は、1962年吾

妻郡中之条町の沢渡温泉地区に、群馬県医師

会により「沢渡温泉病院」と称する46床の小

さな病院で開設された。当時回復期という概

念はなく、「療養」という立ち位置での医療

提供となっていた。しかしその後、県内でも

リハビリの必要性も徐々に高まっていき、そ

れに伴い病院の規模も少しずつ拡大し、現在、

156床の回復期リハビリ病棟、109名のリハビ

リスタッフ（理学療法士56名、作業療法士41

名、言語聴覚士12名）を有するリハビリ専門

病院となっている。群馬県の脳卒中連携パス

受け入れ実績からも、リハビリに関しては県

内トップクラスと言っても過言ではなく、整

形外科や他の領域においても、急性期病院か

らのニーズが多い状況となっている。研修・

育成活動にも力を入れており、リハビリス

タッフへの教育面では、多くの先進的リハビ

リ機器を用い、科学的根拠に基づく継続的で

質の高いリハビリを行いながら、その実績を

県内でも先行して研究・発表するなど、新た

な知見を各療法士が持つための様々な取り組

みを行っている。また、県内の医療機関や介

護施設からの見学や講習を開催し、リハビリ

に関する知識を広める取り組みも行い、医師

会立として会員の方々との連携も少なからず

図っている。さらに加えて、経営面ではコロ

ナ禍を除いては2000年以降ほぼ収支は黒字が

続き、令和６年度の診療報酬改訂では、「回

復期リハビリテーション病棟」において「体

制強化加算の廃止」「リハビリテーション総

合計画評価料の廃止」「運動期リハビリ料の

上限引き下げ」がなされ、計算上前年比6,000

万円以上の減収予測であったにもかかわらず、

スタッフが受け入れ体制を強化した結果、最

終的には更なる黒字となっている。これらの

点を鑑みても、現在当院の存在意義は非常に

大きいと自負している。しかしながら、築40

年以上が経過した施設の老朽化と慢性的な人

材不足という２つの問題に直面し、現在運営

上の大きな課題があるのも事実である。いず

れも、解決に当たり問題となるのは当院の立

地条件と考える。当院がある沢渡温泉は町の

中心から約10㎞程度離れた山林で、病院開設

から平成初期までは温泉地としてもある程度

活気があったものの、後継者不足等により旅

館の閉鎖などが相次ぎ、温泉街も寂れ始め過

疎化が著明となっている。過疎地のため多く

のスタッフは病院周辺に住んでおらず、通勤

にも負担を強いられており、将来を見据えて

他の地域への移転が望ましい状況であるが、

昨今の建築費の高騰により簡単には移転が進

まないのが現状である。今後の課題としては、

近隣の人口動態なども考え、よりグローバル

な視点から病院の経営・運営を図っていく必

要があると考えている。

群馬県内共同利用施設紹介

「群馬リハビリテーション病院の現状と今後の課題」

群馬県医師会理事

鶴　谷　英　樹

つるがや・ひでき

群馬県医師会理事。社会医療法人鶴谷会鶴谷病

院理事長。平成10年弘前大学医学部卒業。専門

分野／内科。
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分科会報告

第１分科会報告　　黒　木　康　文（�鹿児島県医師会常任理事／ 

日本医師会医師会共同利用施設検討委員会副委員長）

第２分科会報告　　黒　瀨　　　巌（�日本医師会常任理事）

第３分科会報告　　本　間　　　博（�岩手県医師会長／

	 日本医師会医師会共同利用施設検討委員会委員長）



―  42  ―

全　体　討　議

日本医師会常任理事

黒　瀨　　　巌
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総　　　括

日本医師会副会長

⻆　田　　　徹
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次期（令和９年度）担当県医師会長挨拶

宮崎県医師会長

河　野　雅　行
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閉　　　会

群馬県医師会理事

長　坂　資　夫
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